

















































CAPAS（Correctional Association Psychological Assessment Series）と呼ばれる知的能力測定検
査を実施している。
　最近10年の新受刑者の知能指数および精神診断の結果知的障害と認定された人数は下記の通りで
ある（表 1 ）（表 ２ ）。なお、既述のように、知的障害者と診断されるためには、IQ の数値だけでは
なく日常生活能力に障害が認められるなどの要件が必要となることから、IQ 相当値が70未満の者
が相当数存在する（２1.7％～２3.4％）が、これらの者がすべて知的障害受刑者と認定されるわけでは
（ 6 ）（ 7 ）
（ 8 ）
（表 １）　新受刑者の知能指数別人数（矯正統計より）
年 総数 49以下 50～59 60～69 70～79 80～89 90～99 100～109 110～119 1２0以上
２00２ 30,２77 1,２99 1,855 4,013 6,783 7,817 4,954 1,4２9 ２２２ 49
２003 31,355 1,２34 1,957 3,768 6,991 8,560 5,２18 1,540 ２66 40
２004 3２,090 1,２41 ２,053 3,878 7,159 8,80２ 5,399 1,565 ２48 58
２005 3２,789 1,351 1,937 4,10２ 6,998 8,574 5,670 1,783 ２87 5２
２006 33,03２ 1,349 1,974 4,２40 7,501 8,305 5,647 1,883 303 65
２007 30,450 1,２33 1,70２ 3,785 7,２65 7,656 5,04２ 1,810 ２93 59
２008 ２8,963 1,２3２ 1,74２ 3,7２9 6,7２6 7,039 4,970 1,757 ２88 53
２009 ２8,２93 1,176 1,79２ 3,55２ 6,078 7,２96 4,984 1,846 ２65 41
２010 ２7,079 1,117 1,690 3,316 5,843 6,991 4,91２ 1,764 ２36 37











































２00２年 ２003年 ２004年 ２005年 ２006年 ２007年 ２008年 ２009年 ２010年 ２011年
２84人 3２4人 ２71人 ２87人 ２65人 ２4２人 ２37人 ２4２人 ２18人 ２7２人
1.0％ 1.0％ 0.8％ 0.9％ 0.8％ 0.8％ 0.8％ 0.9％ 0.8％ 1.1％
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判決年月日 罪名 精神遅滞の程度 備考
② 福島地判平２4・ 3 ・２3 現住建造物等放火 中等度＋躁病 裁判員裁判
③ 金沢地判平２3・ 3 ・２4 殺人等 軽度＋統合失調症様障害 懲役30年




⑤ 大阪地判平２0・1２・10 殺人未遂 軽度＋心理的葛藤状態
⑥ 大阪地判平２0・ 9 ・19 殺人未遂 軽度＋引きこもり
⑦ 奈良地判平15・10・ 3 現住建造物等放火 中等度 前科有
⑧ 新潟地判平15・ 3 ・２8 強盗未遂 軽度または中等度 
＋自閉性障害
前科有

















（２1） （２２） （２3） （２4）















































判決年月日 罪名 精神遅滞の程度 備考
⑩ 宇都宮地判平２4・ ２ ・ 1 傷害 軽度 常習性
⑪ 神戸地判平２3・1２・14 現住建造物等放火未遂 軽度または中等度 
＋広汎性発達障害
前科有
⑫ 京都地判平２3・1２・ 7 傷害 軽度（の疑いがある） 前科有
⑬ 横浜地判平２3・ 8 ・10 死体遺棄等 中等度 保護観察
⑭ 山口簡判平２3・ 8 ・ 9 住居侵入 中等度 罰金
⑮ 千葉地判平２3・ 3 ・ 4 殺人等 軽度 懲役２0年




⑰ 東京地立川支判平２1・10・15 殺人等 軽度または中等度 無期懲役
⑱ 名古屋地判平18・ ２ ・２4 殺人等 軽度＋人格障害 無期懲役
⑲ 神戸地判平17・11・10 強盗未遂等 軽度＋覚せい剤中毒 前科有
⑳ 東京地判平16・11・２6 殺人等 軽度 無期懲役 
前科有
 富山地判平16・ 5 ・２5 殺人未遂等 軽度＋人格障害 前科有
 さいたま地判平15・ 3 ・1２ 殺人 多少の精神遅滞状態
 神戸地判平15・ ２ ・２6 覚せい剤取締法違反 軽度（下限） 前科有
 神戸地判平15・ ２ ・17 強姦致傷 軽度 前科有




























































































































































































（ 1 ） 『条解刑法［第 ２ 版］』（弘文堂、２007年）144頁以下。




第 1 巻第 4 号（195２年）２9頁以下に詳細に記されている。
（ 3 ） 表記としては「知的障碍［がい］者」の方が好ましいと思われるが、本稿では法令上の表記に従
う。
（ 4 ） 先行研究として、鈴木克明「精神薄弱者の責任能力についての一考察」順天堂大学保健体育紀要
第２7号（1984年）81頁以下、安田拓人「精神遅滞者の責任能力に関するわが国の判例について」金
沢法学第4２巻第 ２ 号（２000年）67頁以下がある。
（ 5 ） 用語変更の経緯および定義について、厚生労働省「これまでの用語変更事例Ⅰ『精神薄弱』⇒
『知的障害』」http://www.mhlw.go.jp/singi/２004/06２1-5f.html. なお、医学上は「精神遅滞（Mental 
Retardation）」という用語が一般的であるが、ほぼ同義語である。精神遅滞の診断基準は、WHO
の ICD-10（精神及び行動の障害  臨床記述の診断ガイドライン、199２年）F70～ F79および APA
（米国精神医学会）DSM －Ⅳ－ TR（精神疾患の分類と診断の手引、２000年）317～319に記されて
いる。
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いる。なお、IQ レベルによる精神遅滞の程度に関する分類に関しては、どの診断基準・検査方法
を採用するかにより数値の幅に若干の相違があり、本稿では、註（ 5 ）の DSM －Ⅳ－ TR および
註（ 6 ）の日本司法精神医学会裁判員プロジェクト委員会による基準を記している。
（ 7 ） 知能指数は、その検査時における被験者の精神心理状態その他の条件によって変動しうるもので
あって、検査の結果得られた数値がそのまま被験者の知能水準を示すと判定するのは不適切な場合
があることを指摘した判例として、高松高裁平成元年11月２8日判決判例タイムズ7２1号２37頁。
（ 8 ） CAPAS 能力検査に関しては、保木正和他「CAPAS 能力検査Ⅰ・Ⅱの再検討」中央研究所紀要
第13号（２003年）101頁以下。
（ 9 ） IQ 相当値が70未満でも知的障害と認定される者が少ない背景として、CAPAS は厳密には知能検







刑務所の意義と展望」法律のひろば第6２巻第 7 号（２009年） 8 - 9 頁。















































２ 版］［第 3 巻］』（青林書院、1999年）390頁。なお、重度精神遅滞者による暴行事件につき、被告
人は犯行当時心神耗弱の状態にあったとして（ただし、裁判時に精神鑑定は実施していない）罰金





















元年10月２4日判決判例タイムズ719号２15頁（殺人）、札幌地裁平成 ２ 年 4 月 3 日判決判例タイムズ
737号２4２頁（事後強盗致傷の一連の行為の途中から心神耗弱を認めた事例）、大阪地裁平成 ２ 年 7
月２0日判決判例タイムズ759号２65頁（公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する
条例違反）、名古屋地裁岡崎支部平成 7 年11月２7日判決判例時報1553号151頁（非現住建造物等放
火）、大阪高裁平成 7 年1２月 8 日判決判例時報1553号147頁（強姦致死・殺人、無期懲役）、東京地
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（２9） ただし、本文中の a. に分類される⑥判決は、「被告人は、是非弁識能力や行動制御能力が相当程
度減弱した状態、中でも特に後者が著しく減退した状態にあったといえ、これらを総合すれば、被
告人は心神耗弱状態に陥っていたと評価できる」という表現である。
（30） 表 4 で示した裁判例の他、近年の判例で最高裁まで争われたものとして、最高裁平成 7 年 4 月２1
日判決（佐賀県鳥栖市一家殺人事件、Lex/DB 文献番号２535２795）、最高裁平成 4 年 ２ 月18日判決
最高裁判所裁判集刑事２60号 9 頁がある。





















18年 1 月２3日判決 Lex/DB 文献番号２8115133）において、「被告人は、軽度の精神発達遅滞の疑い
























































（49） 表 4 で示したものの他、近年、知的障害犯罪者に死刑判決が下されたものとして、広島高裁平成
10年 ２ 月10日判決判例時報1639号143頁（福山市一家 3 人刺殺事件、上告審の判決年月日は不明）、
前掲最高裁平成 7 年判決（註30）がある。また、無期懲役判決が下されたものとして、東京高裁昭
和50年1２月 4 日判決判例タイムズ333号33２頁がある。なお、表 3 ③判決（金沢地裁平成２3年判決）
は、「被告人が本件各犯行当時に心神耗弱の状態にあったことを捨象するならば、無期懲役刑を相
当とするところである」と判示している。
（50） Lex/DB 文献番号２547２540。本件は、被告人が共犯者らと共謀の上、被害者に対して数回にわた
り殴る蹴る等の暴行を加えてひどい火傷や陰嚢裂傷等の傷害を負わせた結果、被害者が死亡したた
め、同人の遺体をプラスチック製収納箱に入れてガーデニング用の土と水を入れて混ぜて死体にか
ける等した上で同収納箱を湖に遺棄したという事案である。横浜地裁は、「被告人には、傷害につ
いても死体遺棄についても、それが悪いことであるとの判断は十分に出来ていたと考えられるし、
その判断に従って行動する能力も著しく減弱していたとは認められない。したがって、被告人には
完全責任能力が認められる」と判示した上で、「精神診断書において、『犯行時、受診者は、「善悪
の判断能力はある程度保たれていたが、十分な認識はできておらず、それにしたがって行動する能
力についても減弱していた」と考えるのが妥当であり、心神耗弱の状態であったと思われる。』と
結論付けているが、捜査の初期段階の限られた資料に基づき、短時間で出された暫定的な結論であ
り、これをもって、上記判断が左右されるものではない。しかしながら、被告人は、知的障害を抱
えている上、C（共犯者）による巧みな脅迫や身体的虐待により、自らの意思でその影響下から逃
れることが困難な状況に置かれ、C の意に沿わない行動をとった場合には、その矛先が自身に向く
との恐怖心から、C の意向に反する行動をとることも困難な状況にあったと認められるのであり、
各犯行当時、被告人には適法行為の期待可能性はなかったとはいえないものの、相当に低かったと
考えられる」と判示して、被告人を保護観察付執行猶予処分とした。
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（51） Lex/DB 文献番号２8095２70。
（5２） 知的障害犯罪者に対しては、福祉的な観点から、刑事施設を出た後にも継続的な自立生活支援・
社会復帰支援が必要である。しかし、更正保護施設は中間施設（＝地域での自立生活への準備期間
を過ごす場）であるため、就労意欲・能力がない者、集団生活適応性がない者等は受け入れ対象と
ならない。したがって、知的障害に併存する精神症状を有している者や就労が困難な者については、
高齢者や知的障害者を対象とする社会福祉施設への入所・通所が必要となるが、民間施設の割合が
高いわが国では、他の利用者への配慮や職員配置の問題等から犯罪歴を有する者を受け入れてくれ
る施設は少なく、彼ら・彼女らに十分な生活環境を調整できなかったゆえに再び犯罪に手を染めて
しまうケースが多いのが現状である。この点に関して、研究代表者田島良昭『罪を犯した障がい者
の地域生活支援に関する研究』厚生労働科学研究（障害保健福祉総合研究事業）平成19年度報告書
内、分担研究者清水悳「罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究―地域生活支援につなげ
るための更生保護関係者としての現状と課題―」53-86頁、同分担研究者高橋勝彦「現行制度にお
ける罪を犯した障害者の地域生活支援の現状と課題に関する研究」87-107頁等。その他、知的障害
犯罪者の施設内・社会内処遇の現状および今後の課題に関して、平野美紀「知的障害犯罪者の処遇
と社会復帰の現状と課題―再犯防止の観点から―」町野朔他編集『刑法・刑事政策と福祉  岩井宜
子先生古稀祝賀論文集（尚学社、２011年）190頁以下。
（53） 正常な制御主体の有無・程度と制御可能性の評価の問題をわけて考え、前者があることを前提と
して後者の評価をすることにより、軽度・中等度の精神遅滞を有する者の制御能力判断は十分にな
しうるものとする見解として、安田・前掲註（ 4 ）89頁。
